
提出課：

20

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 10 徴税費 目 1

45

県支出金 その他 一般財源

（　　　　） （　　　　）

22,257 8 55,908

53,018千円 

3,703千円 

2,966千円 

10千円 

403千円 

1,320千円 60千円 

114千円 38千円 

462千円 7,921千円 

5,175千円

850千円 1,664千円 

1,122千円 

45千円

671千円 3,268千円 

2,269千円

9千円 4,000千円 

274千円

事業番号

国庫支出金

（　　　　）

地方債

経費内訳事業内容の説明

人件費

　一般職員分

　普通旅費

（令和６年度の事業目的・目標）

　　納税者の信頼に応えるため、適正・公平な課税事務の

　推進に努めるとともに税負担の公平性や自主財源の確

　保を図るため、徴収率の向上に努める。

　・現年度分　　　徴収率の向上（前年度比+0.1ポイント）

　・滞納繰越分　滞納額の縮減に努める。（年5,000千円）

議案説明資料

令和６年第２回定例会

78,173

令和６年度大山町一般会計予算

税務課

税務総務費

今年度
財源内訳

（　　　　）

事業名 税務総務費（一般）

議案番号

前年度

68,188

償還金利子及び割引料

　町税等更正還付金

役務費

　通信運搬費

　 地方税電子申告支援サービス利用料

委託料

負担金補助及び交付金

　負担金

　手数料

使用料及び賃借料

　固定資産管理システム使用料

　再任用職員分

　フルタイム会計年度任用職員分

旅費

需用費

　消耗品費

（主な事業内容）

賦課徴収にかかる総務的費用

（委託料内訳）

地方税電子申告支援サービス電子化対応委託料

町県民税特別徴収通知書発行作業委託料

鳥取県市町村税務協議会負担金

ｅLTAX運用関係費等負担金

西部納税貯蓄組合連合会表彰負担金

軽自動車税環境性能割徴収取扱負担金

家屋評価システムソフトウェア保守業務委託料

固定資産管理システムデータ更新委託料

固定資産管理システムデータ保守業務委託料

（負担金内訳）

資産評価システム研究センター負担金



提出課：

20

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 10 総務費 項 10 徴税費 目 2

46

県支出金 その他 一般財源

（　　　　） （　　　　）

1,924 39,943

2,000千円 

18,476千円 

5,838千円 

119千円 

10千円 

97千円 

885千円 100千円 

778千円 31千円 

5,500千円 2,837千円 

66千円 

3,492千円 

1,023千円 

14千円 

7,163千円 

488千円 

113千円 

令和６年第２回定例会

議案説明資料

税務課

議案番号 令和６年度大山町一般会計予算

賦課徴収費

事業番号 事業名 賦課徴収費（一般）

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

37,388 41,867

（　　　　） （　　　　）

　普通旅費

　費用弁償

需用費

事業内容の説明 経費内訳

報酬

　パートタイム会計年度任用職員報酬

人件費

　一般職員分

　フルタイム会計年度任用職員分

　・滞納繰越分　滞納額の縮減に努める。（年5,000千円）

（令和６年度の事業目的・目標）

　　納税者の信頼に応えるため、適正・公平な課税事務の

　推進に努めるとともに税負担の公平性や自主財源の確

　保を図るため、徴収率の向上に努める。

　・現年度分　　　徴収率の向上（前年度比+0.1ポイント）

確定申告電話予約業務委託料

　手数料

　保険料

　消耗品費

　燃料費

　印刷製本費

　修繕費

　パートタイム会計年度任用職員分

旅費（主な事業内容）

　　町税等の通知書の発送並びに町税等の徴収等にかか

　る経費

（委託料内訳）

滞納管理システム保守委託料

負担金及び交付金

滞納管理システム更新委託料

　　国で進められている標準化（令和８年度全国一斉スタ

　ート）に対応するため、総合行政システムのデータの出

　力作業など、次の標準化システムへのデータ移行を円

　滑に進めるため、滞納管理システムの更新に要する費

　用を計上する。

　 委託料

使用料及び賃借料

役務費

　通信運搬費



提出課：

20

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 5

98

県支出金 その他 一般財源

（　　　　） （　　　　）

190 78

24千円 

7千円 

186千円 

28千円 

9千円 

14千円 

令和６年第２回定例会

議案説明資料

税務課

議案番号 令和６年度大山町一般会計予算

同和対策費

事業番号 事業名 同和対策費（一般）

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

274 268

（　　　　） （　　　　）

事業内容の説明 経費内訳

旅費

　普通旅費

需用費

　消耗品費

　燃料費

役務費

　通信運搬費

　手数料

負担金補助及び交付金

　負担金

（令和６年度の事業目的・目標）

　　年9,000千円以上の収納を目標とし、同時に滞納者に

　対して納付に向けての取組みを行うことにより滞納者の

　減少に努める。

（主な事業内容）

　　住宅新築資金等貸付事業制度によって貸付を行った

　貸付貸付金の回収業務推進事業。

　　町の事業負担を軽減し、償還事務の適正化を図ること

　を目的として創設

　　住宅新築資金等貸付金の回収に係る基本的経費の

　他、法的措置、強制執行に係る経費等は補助対象（負

　担金は補助対象外）（県3/4）



提出課：

20

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 1

1536

県支出金 その他 一般財源

（　　　　） （　　　　）

0

5,280千円 

令和６年第２回定例会

議案説明資料

税務課

議案番号 令和６年度大山町一般会計予算

社会福祉総務費

事業番号 事業名
物価高騰対策低所得世帯支援事業(給付金・
定額減税一体支援枠)

前年度 今年度
財源内訳

国庫支出金 地方債

0 5,280

（　　　　） （　　　　）

5,280

事業内容の説明 経費内訳

委託料

　システム改修委託料　　国の物価高騰対策低所得世帯支援事業における経済

　対策の一環として給付金・定額減税を実施していくため

　のシステムを構築する費用を計上する。（国10/10）

　　・システム改修費　4,800,000円×1.1＝5,280,000円

（主な事業内容）


